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連 結 注 記 表 

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等） 

１. 連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数  ８社 

連結子会社の名称 

愛特 (香港) 有限公司、上海愛意特国際物流有限公司、台湾愛意特国際物流股份有限公司、AITC 

LOGISTICS (VIETNAM) CO.,LTD.、日新運輸株式会社、日一新国際物流（上海）有限公司、暖新国際貿

易（上海）有限公司、NISSHIN (MYANMAR) CO., LTD. 

当連結会計年度において、「AIT International of America,Inc.」は清算結了したため、連結の範囲か

ら除外しております。 

「暖新国際貿易（上海）有限公司」は、現在清算手続中であります。 

２. 持分法の適用に関する事項 

持分法を適用した関連会社数  ４社 

青島海新達国際物流有限公司、蘇州邦達新物流有限公司、上海邦達新物流有限公司、太倉邦達新物流

有限公司 

３. 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、愛特(香港)有限公司、上海愛意特国際物流有限公司、台湾愛意特国際物流股份有

限公司、AITC LOGISTICS(VIETNAM) CO.,LTD.、日一新国際物流（上海）有限公司、暖新国際貿易（上海）

有限公司の６社の決算日は、12月31日であります。 

NISSHIN (MYANMAR) CO., LTD.の決算日は3月末日であります。連結計算書類の作成に当たっては、12月

末日に仮決算を実施しております。 

連結計算書類の作成に当たっては、決算日現在の計算書類を使用しております。ただし、連結決算日

までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 

４. 会計方針に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

満期保有目的の債券       償却原価法を採用しております。  

その他有価証券 

 ・時価のあるもの        連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入 

法により処理し、売却原価は、移動平均法）を採用しております。 

 ・時価のないもの        移動平均法による原価法を採用しております。 

なお、取得原価と債券金額との差額の性格が、金利の調整と認められる 

ものについては、償却原価法を採用しております。 

   ② デリバティブ 

時価法を採用しております。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

建物 

a.2007年３月31日以前に取得したもの  旧定率法によっております。 

b.2007年４月１日以降に取得したもの  定率法によっております。 

c.2016年４月１日以降に取得したもの   定額法によっております。 

建物以外 

a.2007年３月31日以前に取得したもの  旧定率法によっております。 

b.2007年４月１日以降に取得したもの  定率法によっております。 

連結国内子会社は、定額法を採用しております。また、在外子会社については、主として見積耐用年

数に基づいた定額法を採用しております。   

なお、主な耐用年数は２年～39年であります。 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採

用しております。また、顧客関連資産については、その効果の及ぶ期間（10年）に基づく定額法を採用

しております。 

  ③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

なお、IFRS適用子会社については、IFRS第16号「リース」（以下、IFRS第16号）を適用しております。
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IFRS第16号により、リースの借手については、原則としてすべてのリースを資産及び負債として計上し

ており、資産に計上された使用権資産の減価償却方法は定額法によっております。 

 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当連結会計年度負担額を計上

しております。 

③ 役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当連結会計年度負担額を計上し

ております。 

④ 役員退職慰労引当金 

役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、当社内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

(4) 退職給付に係る会計処理の方法 

① 退職給付見込額の期間帰属方法 

当社は、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させ

る方法については、給付算定式基準によっております。 

② 数理計算上の差異の費用処理方法 

当社は、数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（７年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費

用処理しております。 

③ 小規模企業等における簡便法の採用 

一部の連結子会社は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の

見込額に基づき計上しております。 

 (5) 消費税等の会計処理方法  

税抜方式によっております。 

(6) のれんの償却方法及び償却期間  

のれんの償却については、効果の発現する期間を合理的に見積り、当該期間（10年）にわたり均等

償却しております。 

 

(表示方法の変更に関する注記) 

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用） 

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」(企業会計基準第31号 2020年3月31日)を当連結会計年

度の年度末に係る連結計算書類から適用し、連結計算書類に重要な会計上の見積りに関する注記を記載

しております。 

 

(会計上の見積もりに関する注記) 

のれん及び顧客関連資産の評価 

 (1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額 

 当連結会計年度 

のれん 761百万円

顧客関連資産 1,842百万円

 

 (2)  識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

当社は、2020年２月期において日新運輸株式会社の株式を100％取得し、取得原価の配分を行っており、

当該取得原価の配分により、のれん及び顧客関連資産が計上されております。当社は、日新運輸株式会

社及びその子会社の損益実績及び事業計画を用いて減損の兆候の有無を判定しております。減損の兆候

がある場合には減損損失を認識するかどうかの判定を行っておりますが、当連結会計年度においては、

上記のれん及び顧客関連資産について減損の兆候は識別されておりません。 

減損の兆候の判定に用いた利益計画には不確実性があり、翌連結会計年度以降において、事業計画と

損益実績に乖離が生じることにより上記のれん及び顧客関連資産について減損の兆候が識別された場合
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には、減損損失の計上の可能性があり、翌連結会計年度以降の連結計算書類に影響を与える可能性があ

ります。 

 

（連結貸借対照表に関する注記） 

有形固定資産の減価償却累計額           1,373百万円 

 

（連結株主資本等変動計算書に関する注記） 

１. 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

  普通株式     23,913,600株 

 

２. 剰余金の配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決議 種類 

配当金の 

総額 

(百万円) 

１株当たりの 

配当額 

(円) 

基準日 効力発生日 

2021年５月25日 

定時株主総会 
普通株式      469 20.00 2021年２月28日 2021年５月26日 

2021年10月12日 

取締役会 
普通株式     516 22.00 2021年８月31日 2021年10月29日 

 

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議予定 種類 

配当金の 

総額 

(百万円) 

配当金の原資 

１株当たり

の配当額 

(円) 

基準日 効力発生日 

2022年５月24日 

定時株主総会 
普通株式     845 利益剰余金 36.00 2022年２月28日 2022年５月25日 

 

（金融商品に関する注記） 

１. 金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、資金運用について親会社が管理する方針であります。基本的には「有価証券運用規程」

に則り、原則として安全かつ確実で効率のよい投資対象にのみ行うものとしております。 

余剰資金は、流動性の高い金融商品、一定以上の格付けを保有する発行体の債券等安全性の高い金融商

品、業務上の関係を有する企業の株式等に投資しております。資金調達においては、原則として自己資金

で賄い必要に応じて銀行借入を行う方針であります。また、デリバティブ取引は、為替及び金利の変動リ

スクを回避する目的で利用し、投機的な取引は行わない方針であります。 

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である受取手形及び売掛金、並びに立替金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、

海外で事業を行うにあたり生じる外貨建ての営業債権、並びに立替金には為替の変動リスクがあります。 

投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の取引関係を有する企業の

株式であります。営業債務である買掛金は、そのほとんどが２ヶ月以内の支払期日となっております。ま

た、外貨建て営業債務には為替の変動リスクがあります。 

 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスク（取引先の債務不履行等に係るリスク）の管理 

当社は、「与信管理規程」に従い、営業債権、並びに立替金の責任者を営業部担当役員とする体制のも

と、営業部門は取引先毎に営業債権、並びに立替金の残高及び回収管理を行うとともに、信用調査機関を

利用して取引先の信用状況を定期的に確認し、業績及び財務状況等の悪化による回収懸念の早期把握に努

めております。また、回収懸念の生じた取引先についてはファクタリングを活用し、営業債権の保全に努

めております。さらに、経理財務部門においては回収状況を常にチェックし、問題がある場合は都度営業

部門に対して督促を行っております。 

また、満期保有目的の債券は、一定以上の格付けを持つ債券のみを選定しており、信用リスクは僅少で

ありますが、購入に際しては、金融資産運用のリスクを軽減するため、「有価証券運用規程」に基づき金
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融商品の取得上限を定めるとともに、財務担当者及びその上長、代表取締役の審査を行っております。 

これらは、連結子会社についても、同様の管理を行っております。 

デリバティブ取引については、カウンターパーティーリスクを軽減するために、格付けの高い金融機関

とのみ取引しているため、信用リスクは殆ど無いものと認識しております。 

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

外貨建て営業債権債務については、通貨別に把握された為替の変動リスクに対して、原則として先物為

替予約を利用してヘッジしております。 

投資有価証券については、定期的に金融商品の時価や発行体（取引先企業）の経営状態、財務状況等を

把握し、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。 

これらは、連結子会社についても、同様の管理を行っております。 

デリバティブ取引については為替予約取引のみで、その他デリバティブ取引は行っておりません。 

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理 

当社グループは、グループ傘下の子会社を含め、親会社で資金の管理を実施しております。各社の事業

計画及びその実績に基づき、資金の流動性が確保されるように管理を行っております。 

 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより当該価額が変動することがあります。 

 

２. 金融商品の時価等に関する事項 

2022年２月28日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりであります。 

 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 

  時価 

（百万円） 

 差額 

 （百万円） 

(1)現金及び預金 12,654 12,654 ―

(2)受取手形及び売掛金 4,757 4,757 ―

(3)立替金 1,629 1,629 ―

(4)投資有価証券  

 その他有価証券 47 47 ―

資産計 19,088 19,088 ―

(5)買掛金 3,007 3,007 ―

(6)1年内返済予定の長期借入金 2,700 2,700 ―

負債計 5,707 5,707 ―

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

資産 

(1) 現金及び預金 

預金はすべて短期であるため時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま

す。 

(2) 受取手形及び売掛金並びに(3)立替金 

これらは短期に決済されるため時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。 

(4) 投資有価証券 

時価については、株式は取引所の価格によっております。 

負債 

(5) 買掛金及び(6)1年内返済予定の長期借入金 

これらは短期に決済されるため時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。 

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

非上場株式（連結貸借対照表計上額478百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが

極めて困難と認められることから、「(4)投資有価証券」には含めておりません。 
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（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額                           

 
１年以内 

（百万円） 

１年超 

５年以内 

（百万円） 

５年超 

10年以内 

（百万円） 

現金及び預金 12,654 ― ―

受取手形及び売掛金 4,757 ― ―

立替金 1,629 ― ―

合計 19,041 ― ―

 

（１株当たり情報に関する注記） 

１．１株当たり純資産額                593円00銭 

２．１株当たり当期純利益               100円75銭 

 

個 別 注 記 表 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 満期保有目的の債券     償却原価法を採用しております。 

(2) 子会社株式         移動平均法による原価法を採用しております。 

(3) その他有価証券   

① 時価のあるもの       決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は、移動平均法）を採用しております。 

② 時価のないもの       移動平均法による原価法を採用しております。 

なお、取得原価と債券金額との差額の性格が、金利の調整と認められる 

ものについては、償却原価法を採用しております。 

２．デリバティブの評価基準及び評価方法 

時価法を採用しております。 

３．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

建物 

① 2007年３月31日以前に取得したもの   旧定率法を採用しております。 

② 2007年４月１日以降に取得したもの   定率法を採用しております。 

③ 2016年４月１日以降に取得したもの   定額法を採用しております。 

建物以外 

① 2007年３月31日以前に取得したもの   旧定率法を採用しております。 

② 2007年４月１日以降に取得したもの   定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建       物  ３年～15年 

工具、器具及び備品  ２年～15年 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用し

ております。 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

４．引当金の計上基準 

(1) 貸 倒 引 当 金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞 与 引 当 金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当期負担額を計上しております。 
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(3) 役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当期負担額を計上しております。 

(4) 退職給付引当金 

従業員に対する退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上して

おります。 

①退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。 

②数理計算上の差異の費用処理方法 

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（７年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。 

(5) 役員退職慰労引当金 

役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、当社内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

５．消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

 

(表示方法の変更に関する注記) 

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用） 

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当事業年度の年

度末に係る計算書類から適用し、計算書類に重要な会計上の見積りに関する注記を記載しております。 

 

(会計上の見積りに関する注記) 

関係会社株式の評価 

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額 

関係会社株式   5,260百万円 

 

(2)  識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

関係会社株式については市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、取得原

価をもって貸借対照表価額としております。関係会社株式の評価は、実質価額を帳簿価額と比較し、実質価額

の著しい低下の有無を判定しております。なお、一部の子会社は、超過収益力を反映した実質価額により判定

しております。 

関係会社の財政状態が悪化もしくは超過収益力が減少したために実質価額が著しく低下した場合に、関係会

社の事業計画を勘案したうえで、関係会社株式の実質価額の回復可能性を判断しております。回復可能性がな

いと判断された関連会社の株式は帳簿価額を実質価額まで減額し、評価差額は当事業年度の損失として計上す

ることとしております。 

当事業年度においては、実質価額が著しく低下した関係会社が存在しないため、関係会社株式評価損の計上

は行っておりませんが、将来の不確実な経済条件の変動等によって当該関係会社株式の実質価額が著しく低下

した場合には、回復可能性の検討の結果、損失の計上が必要となる場合があり、翌事業年度の計算書類におい

て重要な影響を与える可能性があります。 

 

（貸借対照表に関する注記） 

 １．有形固定資産の減価償却累計額 123百万円

 

２．保証債務 

下記の会社の金融機関からの借入金に対して、次のとおり債務保証を行っております。 

日新運輸株式会社 2,700百万円

 

 ３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権 12百万円

短期金銭債務 313百万円
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（損益計算書に関する注記） 

   関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

営業収益 81百万円

営業原価 3,427百万円

販売費及び一般管理費 19百万円

営業取引以外の取引高 312百万円

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 

普通株式       419,975株 

（税効果会計に関する注記） 

 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

 未払事業税 33百万円

 貸倒引当金 4百万円

 賞与引当金 65百万円

 退職給付引当金 135百万円

役員退職慰労引当金 38百万円

 その他 25百万円

繰延税金資産合計 303百万円

繰延税金負債 

  資産除去債務に対応する除去費用 △1百万円

繰延税金負債合計 △1百万円

繰延税金資産の純額 302百万円

 

 

 

（関連当事者との取引に関する注記） 

種 類 
会 社 等 

の 名 称 

議決権等 

の所有(被 

所有)割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

（百万円） 
科 目 

期末残高

（百万円）

子会社 
上海愛意特国際

物流有限公司 

直接 

100.0％ 

中国華北・華東地区

における貨物輸送業

務の委託・受託 

役員兼任３名 

輸送業務の委託

(注1) 

配当の受取 

2,827 

 

141 

買掛金 

 
― 

 

254

―

子会社 日 新 運 輸 ㈱ 
直接 

100.0％ 

債務保証 

役員兼任５名 

債務保証 

(注2) 

2,700 

 

― 

 

―

取引条件及び取引価格の決定方針等 

(注)1. 子会社との貨物輸送に関する仕入・販売価格につきましては、市場価格を勘案して一般取引条件と同様 

決定しております。 

2. 銀行借入につき、債務保証を行ったものであります。なお、保証料の受領は行っておりません。 

3. 役員の兼務等については、2022年2月28日現在で記載しております。 

4. 上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

 １．１株当たり純資産額 452円05銭 

 ２．１株当たり当期純利益 85円30銭 

 

 
 


